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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，復水貯蔵タンク遮蔽壁がＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽に対し

て，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

その波及的影響の評価として，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽の有する機能が

保持されることを確認するために，施設の損傷による影響では，復水貯蔵タンク遮蔽壁

の構造部材の健全性評価を実施する。構造部材の健全性評価にあたっては，地震応答解

析により算定した荷重を３次元構造解析モデルに作用させて確認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の位置図を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1(1) 復水貯蔵タンク遮蔽壁 位置図 
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  図 2－1(2) 復水貯蔵タンク遮蔽壁 位置図（詳細図） 

  

復水貯蔵タンク遮蔽壁 

B-ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 

約 4m 
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2.2 構造及び補強の概要 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の平面図を図 2－2 に，断面図を図 2－3 に，耐震補強箇所を

図 2－4 に，開口補強鋼材を図 2－5 に，概略配筋図を図 2－6 に示す。 

復水貯蔵タンク遮蔽壁は，鉄筋コンクリート造であり，荷重は遮蔽壁に作用し，基

礎へ伝達する構造である。基礎は，幅 22m（東西）×22m（南北），遮蔽壁は，内径

17.5m，壁厚 0.5m，高さ 12m の円筒状の地上構造物で，十分な支持性能を有する岩盤

に直接設置している。 

なお，復水貯蔵タンク遮蔽壁については，耐震性を確保するために耐震補強を実施

する。 

せん断破壊に対する耐震補強として，後施工せん断補強工法（ポストヘッドバー工

法）（以下「PHb 工法」という。）による補強を行っている。 
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図 2－2 復水貯蔵タンク遮蔽壁 平面図 

 

 

図 2－3 復水貯蔵タンク遮蔽壁 断面図（A－A 断面，東西） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：PHb による補強箇所 

図 2－4 復水貯蔵タンク遮蔽壁 PHb による耐震補強箇所及び開口補強鋼材概念図 

（展開図） 
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図 2－5 復水貯蔵タンク遮蔽壁 開口補強鋼材による耐震補強概念図（正面図） 

    

 

       

      ①部             ②部            ③部 

 

図 2－6(1) 復水貯蔵タンク遮蔽壁 概略配筋図（遮蔽壁） 
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図 2－6(2) 復水貯蔵タンク遮蔽壁 概略配筋図（基礎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2－6 (3) 復水貯蔵タンク遮蔽壁 概略配筋図（PHb 工法） 
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2.3 評価方針 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の波及的影響の評価フローを図 2－7 に示す。 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の波及的影響評価は，地震応答解析及び３次元構造解析によ

り得られた解析結果に基づき，表 2－1 の復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目に示すとお

り，構造部材の健全性評価を行う。 

構造部材の健全性評価を実施することで，構造強度を有することを確認する。 

構造部材の健全性評価については，「3. 地震応答解析」より得られた，水平方向

及び鉛直方向の荷重を用いて，３次元構造解析により応答値を算定し，Ⅵ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する評価を行

い，照査用応答値が許容限界を下回ることを確認する。なお，せん断破壊に対する補

強として PHb 工法を用いる場合には，構造部材に対して PHb 工法の適用条件を満たし

ていることを確認し，PHb 工法を採用する。 
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表 2－1(1) 復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目（構造部材） 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構造部材の

健全性 

遮蔽壁 

曲げ軸力，

せん断力に

対する発生

応力が許容

限界以下で

あることを

確認 

曲げ軸力 
終局曲げ 

モーメント＊ 

せん断力 短期許容応力度 

基礎 
曲げ軸力 

終局曲げ 

モーメント＊ 

せん断力 短期許容応力度 

開

口

補

強

鋼

材 

枠材 
曲げ軸力 短期許容応力度 

せん断力 短期許容応力度 

ブレース材 曲げ軸力 短期許容応力度 

ガセット 

プレート 
曲げ軸力 短期許容応力度 

リブ 

プレート 
せん断力 短期許容応力度 

ベース 

プレート 

曲げ軸力 短期許容応力度 

せん断力 短期許容応力度 

アンカー 

ボルト 
せん断力 短期許容応力度 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 

 

表 2－1(2) 復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価項目（基礎地盤） 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

基礎地盤

の支持性

能 

基礎地盤 

発生する応力

（接地圧）が

許容限界以下

であることを

確認 

接地圧 極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2－7 復水貯蔵タンク遮蔽壁の波及的影響の評価フロー  

評価開始 

評価方針 

評価対象断面の設定 

解析手法の設定 

解析モデル及び諸元の設定 

（地盤物性のばらつきを考慮） 

 

地震応答解析 

（２次元ＦＥＭ解析） 

基準地震動Ｓｓ 

荷重及び荷重の組合せの設定 

常時応力解析 入力地震動の算定 

応力解析 

（３次元静的ＦＥＭ解析） 

許容限界の設定 

曲げ，せん断評価 

（遮蔽壁及び開口補強鋼材） 

評価終了 

曲げ，せん断評価（基礎） 

基礎地盤の支持性能評価 

許容限界の設定 

（遮蔽壁及び 

開口補強鋼材の評価） 

（基礎の評価） 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会，1987） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会・原

子力土木委員会，2005.6） 

・道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）（日本道路協会，平成 14 年 3

月） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002） 

・鋼構造設計規準－許容応力度法－（日本建築学会，2005 年） 
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3. 地震応答解析 

3.1 地震時荷重算出断面 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震時荷重算出断面位置図を図 3－1 に，評価対象断面図を

図 3－2 に示す。 

 

 

図 3－1 地震時荷重算出断面位置図 

 

 

A
 

A
 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 
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             （凡例） 

 

図 3－2 復水貯蔵タンク遮蔽壁の評価対象断面図（A－A 断面） 
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3.2 解析方法 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」の

うち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施す

る。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法解析を用

いて，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐

次時間積分の時刻歴非線形解析により行う。復水貯蔵タンク遮蔽壁は，施設周辺に地

下水位以深の液状化対象層が存在しないことから，解析手法は全応力解析とする。 

地震応答解析については，解析コード「ＴＤＡＰⅢ」を使用する。なお，解析コー

ドの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コー

ド）の概要」に示す。 

 

3.2.1 構造部材 

構造部材のうち，復水貯蔵タンク及び復水貯蔵タンク遮蔽壁については，多質

点系のはり質点系モデルとする。また，復水貯蔵タンク基礎については線形はり

要素でモデル化する。 

 

3.2.2 地盤物性のばらつき 

地盤は，線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

また，地盤物性のばらつきの影響を考慮するため, 動せん断弾性係数の標準偏

差σを用いて設定した解析ケース②及び③を実施する。地盤物性のばらつきを考

慮した解析ケースを表 3－1 に示す。 

詳細な解析ケースの考え方は，「3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定」に

示す。 

 

表 3－1 解析ケース 

解析ケース 
地盤物性 

岩盤（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 

ケース② 平均値＋１σ 

ケース③ 平均値－１σ 
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3.2.3 減衰定数 

     構造部材の減衰定数は，粘性減衰で考慮する。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，

質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減

衰を解析モデル全体に与える。固有値解析結果に基づき設定したα，βを表 3－2

に示す。 

 

[C]＝α[M]＋β[K] 

[C] ：減衰係数マトリックス 

[M] ：質量マトリックス 

[K] ：剛性マトリックス 

α，β：係数 

 

表 3－2 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

α β 

1.152 1.3×10－4 
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3.2.4 地震応答解析の解析ケースの選定 

(1) 耐震評価における解析ケース 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケ

ース）を実施する。解析ケース①において，遮蔽壁の水平相対変位最大時刻にお

ける応答加速度分布を算定する。その中で，遮蔽壁の頂部・下部における応答加

速度が最も大きくなる地震動を用いて，表 3－1 に示す解析ケース②及び③を実施

する。耐震評価における解析ケースを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 耐震計価における解析ケ－ス 

解析ケ－ス 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ
（6 波）に位相反
転を考慮した地震
動（6 波）を加え
た全 12 波に対
し，ケース①（基
本ケース）を実施
し，遮蔽壁の水平
相対変位最大時刻
における応答加速
度分布を算定す
る。その中で，遮
蔽壁の頂部・下部
における応答加速
度が最も大きくな
る地震動におい
て，ケース②及び
③を実施する。 



 

17 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-1
2 
R0
 

3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ－2－1－9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 荷重 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。 

(2) 積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，土圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。 

(3) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則に

より，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(4)  風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/s とし，建築基準法に基づき算定す

る。 

(5) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

3.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重（積雪荷重Ｐｓを含む。） 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ－2－1－6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土

木構造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ－2－1－3「地盤の支持性能に係る基本

方針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－3 に入力地震動算定の概念図を，図 3－4～図 3－15 に入力地震動の加速度時

刻歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「Ｓ

ＨＡＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ－5

「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

図 3－3 入力地震動算定の概念図 

  

地震応答解析モデル 
(復水貯蔵タンク遮蔽壁） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ方向）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ方向）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ方向）） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ方向）） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震応答解析モデルを図 3－16 に示す。 

(1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物

と側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギ－の逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

復水貯蔵タンク及び復水貯蔵タンク遮蔽壁は，多質点系のはり質点系モデルと

し，復水貯蔵タンク基礎は，線形はり要素でモデル化する。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。 

(5) ジョイント要素の設定 

地震時の「地盤と構造物」の接合面における接触，剥離及びすべりを考慮する

ため，これらの接合面にジョイント要素を設定する。 
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図 3－16 復水貯蔵タンク遮蔽壁 地震応答解析モデル図 

  

N S 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 
復水貯蔵タンク 

復水貯蔵タンク基礎 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－5 に，材料の物性値を表 3－6～表 3－8 に示す。 

 

表 3－5 使用材料 

材料 仕様 

コンクリート 設計基準強度 23.5N/mm2 

鉄筋 SD345 

開

口

補

強

鋼

材 

枠材 H-612×510×60×80 SM400A 

ブレース材 
H-612×510×60×80 SM400A 

H-200×200×8×12 SS400 

ガセットプレート PL-60 SM400C 

リブプレート PL-40 SM400C 

ベースプレート PL-50 SM400C 

アンカーボルト D38 SD345 

 

表 3－6 材料の物性値（鉄筋コンクリート） 

材料 項目 材料諸元 

鉄筋コンクリート 
単位体積重量 

(kN/m3) 
24.0 

 

表 3－7 材料の物性値（復水貯蔵タンク） 

材料 項目 材料諸元 

復水貯蔵タンク 

ヤング係数 

(N/mm2) 
2.00×105 

ポアソン比 0.3 

 

表 3－8 材料の物性値（開口補強鋼材） 

材料 
ヤング係数 

(N/mm2) 

単位体積重量 

(kN/m3) 
ポアソン比 

開口補強鋼材 2.00×105 77.0 0.3 

 

3.5.3 地盤の物性値 

     地盤については，Ⅵ－2－1－3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定して 

いる物性値を用いる。 
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3.5.4 地下水位 

     設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い，設定す

る。設計地下水位の一覧を表 3－9 に，設計地下水位を図 3－17 に示す。なお，施

設周辺に地下水位以深の液状化対象層が存在しないことから，地下水の影響は考

慮しない。 

 

表 3－9 設計地下水位 

施設名称 評価対象断面 設計地下水位(EL m) 

復水貯蔵タンク遮蔽壁 A－A 断面 15.0 

 

                 （凡例） 

                           

 

 

 

 

 

                    

図 3－17 設計地下水位（南北方向） 

設計地下水位 
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3.6 地震応答解析結果 

耐震評価のために用いる応答加速度として，解析ケース①（基本ケース）につい

て，すべての基準地震動Ｓｓに対する応答加速度分布図を図 3－18～図 3－29 に示

す。また，解析ケース①の中で，遮蔽壁の頂部・下部の応答加速度が最も大きくなる

地震動における解析ケース②及び解析ケース③の応答加速度分布図を図 3－30～図 3－

33 に示す。 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋），10.10 秒，水平 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋），10.10 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－18 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（1/16）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋），10.10 秒，水平 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋），10.10 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－19 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（2/16）（解析ケース①）  

：解析ケース①の遮蔽壁の頂部の 

応答加速度最大値 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋－），10.10 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋－），10.10 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－20 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（3/16）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－－），20.66 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－－），20.66 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－21 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（4/16）（解析ケース①） 
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 (a) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋），8.66 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ１（＋＋），8.66 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－22 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（5/16）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋），16.06 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋），16.06 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－23 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（6/16）（解析ケース①） 

  

：解析ケース①の遮蔽壁の下部の 

応答加速度最大値 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），7.48 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），7.48 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－24 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（7/16）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ１（－＋），7.48 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ１（－＋），7.48 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－25 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（8/16）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋），26.60 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（＋＋），26.60 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－26 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（9/16）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋），26.60 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ）（－＋），26.60 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－27 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（10/16）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋），26.51 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（＋＋），26.51 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－28 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（11/16）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋），25.94 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）（－＋），25.94 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－29 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（12/16）（解析ケース①） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋），10.09 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋），10.09 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－30 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（13/16）（解析ケース②） 

（解析ケース①において遮蔽壁の頂部で応答加速度が最大となる地震動） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋），16.05 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋），16.05 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－31 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（14/16）（解析ケース②） 

（解析ケース①において遮蔽壁の下部で応答加速度が最大となる地震動） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（－＋），19.41 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（－＋），19.41 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－32 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（15/16）（解析ケース③） 

（解析ケース①において遮蔽壁の頂部で応答加速度が最大となる地震動） 
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(a) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋），16.01 秒，水平 

 

(b) Ｓｓ－Ｆ２（＋＋），16.01 秒，鉛直 

 

 

 

図 3－33 水平相対変位最大時刻の応答加速度分布図（16/16）（解析ケース③） 

（解析ケース①において遮蔽壁の下部で応答加速度が最大となる地震動） 
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4. 応力解析 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の応力解析として，復水貯蔵タンク遮蔽壁をシェル要素でモデ

ル化した３次元静的ＦＥＭ解析を行う。 

復水貯蔵タンク遮蔽壁は，「3. 地震応答解析」より復水貯蔵タンク遮蔽壁の耐震性

に最も影響を及ぼす地震動を対象に実施するものとし，解析ケース①（Ｓｓ－Ｄ（－

＋））を対象とする。 

 

4.1 評価対象部位 

構造部材の健全性評価に係る評価対象部位は，遮蔽壁とする。 

 

4.2 解析方法 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の応力解析は，「3. 地震応答解析」により得られる荷重を

考慮する。 

応力解析には「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組み合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

4.3.1 荷重 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。 

(2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則に

より，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(3) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/s とし，建築基準法に基づき算定す

る。 

(4) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 
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4.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐｓ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐｓ ：積雪荷重 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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4.4 解析モデル及び諸元 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の３次元解析モデルを図 4－1 及び図 4－2 に，各部材の要素

座標系を図 4－3 に示す。 

(1) 境界条件 

復水貯蔵タンク遮蔽壁と基礎の境界は，完全固定境界とする。 

(2) 構造部材のモデル化 

復水貯蔵タンク遮蔽壁は，線形シェル要素でモデル化する。 

(3) 地震荷重の作用方法 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の各構造部材には，「3. 地震応答解析」にて得られた応

答加速度を考慮する。 
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図 4－1 ３次元構造解析モデル図（鳥瞰図，北東側から望む） 

 

 

図 4－2 ３次元構造解析モデル図（鳥瞰図，南東側から望む） 

遮蔽壁（本体） 

遮蔽壁（開口部北壁） 

完全固定 

遮蔽壁（開口部頂版） 

遮蔽壁（開口部南壁） 

遮蔽壁（本体） 

遮蔽壁（開口部北壁） 

遮蔽壁（開口部頂版） 

遮蔽壁（開口部南壁） 
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遮蔽壁（本体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遮蔽壁（本体）拡大 

 

 

 

 

 

遮蔽壁（開口部頂版） 

 

 

 

 

 

 

遮蔽壁（開口部南壁）    遮蔽壁（開口部北壁） 

 

黒：全体座標系を示す 

赤：要素座標系を示す 

 

図 4－3 各部材の要素座標系 
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5. 耐震評価 

5.1 許容限界 

復水貯蔵タンク遮蔽壁のＢ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽に対する波及的影響

の評価における許容限界は，Ⅵ－2－11－1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位ク

ラス施設の耐震評価方針」に記載の許容限界に基づき設定する。 

 

5.1.1 復水貯蔵タンク遮蔽壁のうち遮蔽壁及び基礎の健全性に対する許容限界 

 (1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

復水貯蔵タンク遮蔽壁のうち遮蔽壁及び基礎の曲げ・軸力系の破壊に対する評

価のうち構造物全体の安定性評価として，「コンクリート標準示方書［構造性能照

査編］（土木学会，2002 年）」に基づき，曲げ耐力を許容限界とする。 

また，遮蔽壁のうち PHb 工法を適用する部位について，PHb 工法はおおむね弾性

範囲となる状況下で使用することから，「コンクリート標準示方書［構造性能照査

編］（土木学会，2002 年）」に基づく短期許容応力度を下回ることを合わせて確認

する。発生曲げ応力が許容限界を上回る場合，３次元構造解析において，細かい

要素分割を行っている部材の一部を部材厚程度の範囲で，発生曲げ応力を平均化

した評価を実施する。コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 5－1 及び表 5－2

に示す。 

 

表 5－1 コンクリートの許容応力度及び短期許容応力度 

設計基準強度 
許容応力度 

(N/mm2) 

短期許容応力度＊ 

(N/mm2) 

ｆ’ｃｋ＝

23.5(N/mm2) 

許容曲げ圧縮応力度σ’ｃａ 8.8 13.2 

許容せん断応力度τａ１ 0.44 0.66 

注記＊：コンクリート標準示方書により地震時の割り増し係数として 1.5 を考慮する。 

 

表 5－2 鉄筋の許容応力度及び短期許容応力度 

鉄筋の種類 
許容応力度 

(N/mm2) 

短期許容応力度＊ 

(N/mm2) 

SD345 許容引張応力度σ’ｓａ 196 294 

注記＊：コンクリート標準示方書により地震時の割り増し係数として 1.5 を考慮する。 
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(2) せん断破壊に対する許容限界 

せん断破壊に対する許容限界は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］

（土木学会，2002 年）」に基づき，短期許容応力度とする。 また，遮蔽壁のうち

PHb 工法を用いる部位については，PHb のせん断補強効果を見込んだ評価を行う。

許容限界を次式に示す。 
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      Ｖｄ/Ｖa＜１ 

  

（通常のせん断補強筋を考慮する場合） 

Ｖa＝Ｖｃa＋Ｖｓa 

      （PHb を考慮する場合） 

      Ｖa＝Ｖｃa＋βaｗ・Ｖｓa 

 

        Ｖｃa＝0.5・τ・ｂｗ・ｚ 

        Ｖｓa＝Ａｗ・σｓａ・ｚ/ｓ 

        βaｗ＝1－ｌｙ/（ｄ－ｄ’）－ｚ/（ｄ－ｄ’） ただし，βaｗ≦0.9 

 

      ここに， 

Ｖｄ ：照査用せん断力 

Ｖa ：許容せん断力 

Ｖｃa ：コンクリートの負担する許容せん断力 

Ｖｓa ：鉄筋の負担する許容せん断力 

Ａｗ ：せん断補強筋ピッチ間におけるせん断補強筋の総断面積 

βaｗ ：PHb の有効性を示す係数 

τ ：照査用せん断応力 

ｂｗ ：部材断面の腹部の幅 

σｓａ ：鉄筋の許容引張応力度 

ｚ ：全圧縮応力の作用点から引張鉄筋断面図心までの距離 

ｚ＝ｄ/1.15 

ｄ ：有効高さ 

ｓ ：せん断補強筋ピッチ 

ｌｙ ：PHb の埋込側に必要な定着長 

ｄ－ｄ’ ：補強対象部材の圧縮鉄筋と引張鉄筋の間隔 

 ｄ－ｄ’≧ｌｙ 

ｚ ：高止まり高さ 

 

      PHb を考慮する場合の許容せん断力の算定にあたっては，「建設技術審査証明

報告書 技術名称 後施工プレート定着型せん断補強鉄筋「Ｐｏｓｔ－Ｈｅａ

ｄ－ｂａｒ」，一般財団法人土木研究センター」に示されているとおり，PHb の

有効性を示す係数βaｗを用いるものとする。本図書の抜粋を，図 5－1 に示す。 
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図 5－1 PHb を考慮した許容せん断力の算定（抜粋） 
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5.1.2 復水貯蔵タンク遮蔽壁のうち開口補強鋼材（枠材，ブレース材，ガセットプレ

ート，ベースプレート，リブプレート）の健全性に対する許容限界 

鋼材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度法－（日本建築学会，2005

年）」に基づき，短期許容応力度とする。鋼材の短期許容応力度を表 5－3 に示

す。 

 

表 5－3 鋼材の短期許容応力度 

材料 仕様 

短期許容応力度(N/mm2) 

短期許容 

圧縮応力度

cf  

短期許容 

引張応力

度 tf  

許容曲げ 

応力度 

mf  

短期許容 

せん断応力

度 sf  

開

口

補

強

鋼

材 

枠材 
H-612×510

×60×80 
SM400A 別途算出＊1 215 別途算出 124 

ブレース

材 

H-612×510

×60×80 
SM400A 別途算出＊1 215 － － 

H-200×200

×8×12 
SS400 別途算出＊1 235 － － 

ガセット

プレート 
PL-60 SM400C 215＊2 215 － － 

ベース 

プレート 
PL-50 SM400C － － 248 124 

リブ 

プレート 
PL-40 SM400C － － － 136 

注記＊1：短期許容圧縮応力度 cf については，以下の式にて算出する。 

  ＊2：座屈の影響を考慮しない。  
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λ≦Λ のとき 

            𝑓𝑐 =

{1 − 0.4 (
λ

Λ
)

2

} F


× 1.5 

λ＞Λ のとき 

            𝑓𝑐 =
0.277F

(
λ

Λ
)

2 × 1.5 

 

ここで， 

  ：圧縮材の細長比 

  ：
2

3
+

2

3
(
λ

Λ
)

2

 
F    ：215N/mm2 

   ：限界細長比で√𝜋2𝐸

0.6F
 

E  ：ヤング係数 

 

5.1.3 復水貯蔵タンク遮蔽壁のうち開口補強鋼材（アンカーボルト）の健全性に対す

る許容限界 

アンカーボルトの許容限界は，メーカー評価式に基づき算定した，表 5－4 の値

とする。  

なお，評価対象部位のアンカーボルトがせん断力を受ける場合においては，アン

カーボルトのせん断強度により決まる耐力，定着したコンクリート躯体の支圧強度

により決まる耐力を比較して，いずれか小さい値を採用する。  

 

表 5－4 アンカーボルトの許容限界 

許容耐力（kN） 

せん断 

2924 
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5.1.4 基礎地盤の健全性に対する許容限界 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に

係る基本方針」に基づき，岩盤の極限支持力度とする。 

基礎地盤の支持性能に対する許容限界を表 5－5 に示す。 

 

表 5－5 復水貯蔵タンク遮蔽壁の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 ＣＭ級岩盤 9.8 
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6. 耐震評価結果 

構造部材の応力度に対する最大照査値を表 6－1～表 6－16 に，断面力分布図を図 6 

－1～図 6－3 に，最大照査値発生箇所位置図を図 6－4 に示す。 

復水貯蔵タンク遮蔽壁の照査用応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 6－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（遮蔽壁） 

解析 

ケース 
地震動 

曲げ 

モーメント 

Ⅿｄ  

（kN･m/m） 

軸力 

Ｎｄ 

（kN/m） 

曲げ耐力 

Ｍｕ 

(kN･m/m) 

照査値 

Ⅿｄ/Ｍｕ 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
101 -1070 139 0.73 

 

表 6－2 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（遮蔽壁） 

(PHb 工法の適用範囲内の確認，コンクリート) 

地震応答解析 応力解析 
発生応力度 

σｄ 

（N/mm2） 

許容曲げ 

応力度 

σｕ 

(kN･m/m) 

照査値 

Ⅿｄ/Ｍｕ 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 6.0 13.2 0.46 

 

表 6－3 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（遮蔽壁） 

(PHb 工法の適用範囲内の確認) 

地震応答解析 応力解析 
発生応力度 

σｄ 

（N/mm2） 

許容曲げ 

応力度 

σｕ 

(kN･m/m) 

照査値 

σｄ/σｕ 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 

280 

(323)＊ 
294 

0.96 

(1.10) ＊ 

 注記＊：（）内数値は，要素の平均化実施前の値を示す。 
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表 6－4 せん断破壊に対する最大照査値（遮蔽壁） 

解析 

ケース 
地震動 

せん断力 

Ⅴｄ(kN/m) 

許容せん断力 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
91 241 0.38 

 

表 6－5 せん断破壊に対する最大照査値（遮蔽壁） 

(PHb 工法の適用範囲内の確認) 

地震応答解析 応力解析 
せん断力 

Ⅴｄ(kN/m) 

許容せん断

力 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 151 528 0.29 

 

表 6－6 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（基礎） 

解析 

ケース 
地震動 

曲げ 

モーメント 

Ⅿｄ  

（kN･m/m） 

軸力 

Ｎｄ 

（kN/m） 

曲げ耐力 

Ｍｕ 

(kN･m/m) 

照査値 

Ⅿｄ/Ｍｕ 

③ 
Ｓｓ－Ｆ２

（＋＋） 
867 217 2310 0.38 

 

表 6－7 せん断破壊に対する最大照査値（基礎） 

解析 

ケース 
地震動 

せん断力 

Ⅴｄ(kN/m) 

許容せん断力 

Ⅴa(kN/m) 

照査値 

Ⅴｄ/Ⅴa 

③ 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
620 901 0.69 

 

表 6－8 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（開口補強鋼材：枠材） 

地震応答解析 応力解析 発生応力

度σ

(N/mm2) 

許容応力度 

σa(N/mm2) 

照査値 

σ/σa 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 53 215 0.25 
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表 6－9 せん断破壊に対する最大照査値（開口補強鋼材：枠材） 

地震応答解析 応力解析 発生せん

断応力度

τ (N/mm2) 

許容せん断 

応力度τ a 

(N/mm2) 

照査値 

τ/τa 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 10 124 0.09 

 

表 6－10 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値（開口補強鋼材：ブレース材） 

地震応答解析 応力解析 発生応力

度σ

(N/mm2) 

許容応力度 

σa(N/mm2) 

照査値 

σ/σa 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 21 183 0.12 

 

表 6－11 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（開口補強鋼材：ガセットプレート） 

地震応答解析 応力解析 発生応力

度σ

(N/mm2) 

許容応力度 

σa(N/mm2) 

照査値 

σ/σa 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 148 215 0.69 

 

表 6－12 せん断破壊に対する最大照査値（開口補強鋼材：リブプレート） 

地震応答解析 応力解析 発生せん

断応力度

τ (N/mm2) 

許容せん断 

応力度τ a 

(N/mm2) 

照査値 

τ/τa 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 26 136 0.20 
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表 6－13 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

（開口補強鋼材：ベースプレート） 

地震応答解析 応力解析 発生応力

度σ

(N/mm2) 

許容応力度 

σa(N/mm2) 

照査値 

σ/σa 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 165 248 0.67 

 

表 6－14 せん断破壊に対する最大照査値（開口補強鋼材：ベースプレート） 

地震応答解析 応力解析 発生せん

断応力度

τ (N/mm2) 

許容せん断 

応力度τ a 

(N/mm2) 

照査値 

τ/τa 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 22 124 0.18 

 

表 6－15 せん断破壊に対する最大照査値（開口補強鋼材：アンカーボルト） 

地震応答解析 応力解析 発生せん

断力 Q 

(kN) 

許容せん断 

力 Qa (kN) 

照査値 

Q / Qa 
解析 

ケース 
地震動 

解析 

ケース 

① 
Ｓｓ－Ｄ

（－＋） 
ケースＡ 1792 2924 0.62 

 

表 6－16 支持性能に対する最大照査値（基礎地盤） 

解析 

ケース 
地震動 

最大接地圧 

Ｐ(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｐu(N/mm2) 

照査値 

Ｐ/Ｐu 

① 
Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ）

（＋＋） 
0.39 9.8 0.04 
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図 6－1 断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｘ） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 6－2 断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｘ） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 
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図 6－3 断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｙ） 

（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

400 

300 

200 

100 

0 

-400 

-300 

-200 

-100 

(kN/m) 

0° 

90° 

180° 

270° 1
8
0
°

 

0
°

 

9
0
°

 

2
7
0
°

 

3
6
0
°

 

Z 

θ 

Z 

θ 

X 

Y 

Z 

X 

Z 

X 

91kN/m 



 

71 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-1
2 
R0
E 

 

 

 

図 6－4 最大照査値発生箇所位置図（鳥瞰図，北東側から望む） 
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